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３ エネルギーを取り巻く社会状況 

(1)国の取組状況 

ア  第5次エネルギー基本計画 （平成30年7月 経済産業省） 

国は、パリ協定締結を契機とした地球温暖化のさらなる深化の必要性も背景

に「第5次エネルギー基本計画」を策定しました。この「第5次エネルギー基本計

画」では、３E＋S の原則のもと、安定的で負担が少なく、環境に適合したエネル

ギーの需給構造を目指すこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

「第5次エネルギー基本計画」では、再生可能エネルギーについて、2030年に

向けた対応として、再生可能エネルギーの主力電源化への布石とするべく、低コ

スト化、系統制約の克服※、火力調整力の確保を図ることを、2050年に向けた

対応としては、再生可能エネルギーについて、経済的に自立し脱炭素化した主力

電源化を目指すことを掲げています。 

 

イ  2030年度におけるエネルギー需給の見通し（令和3年9月 経済産業省） 

   平成27年7月に策定された「長期エネルギー需給見通し」から、さらなる温室

効果ガスの削減を目指して、「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」が

策定されました。 

エネルギー基本計画を踏まえ、中長期的な視点から、施策を講じたときに実

現されるであろう将来のエネルギー需給構造の見通しとして、2030年度のエ

ネルギー需給構造について示したものです。 

総エネルギー及び電力需要の見通しは、次頁のとおり示されており、2030年

度における目安とすべき電源構成（エネルギーミックス※）のうち、再生可能エネ

ルギーは36～28％程度（2013年度10.7％）と定められました。 

 

 

 

「３E＋S」から「より高度な３E＋S」へ 

・安全最優先（Safety）       ＋技術・ガバナンス改革による安全の革新 

・資源自給率（Energy security）＋技術自給率向上/選択肢の多様化確保 

・環境適合（Environment）    ＋脱炭素化への挑戦 

・国民負担抑制（Economic efficiency）＋自国産業競争力の強化 
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2030年度におけるエネルギー需給の見通し （出典）経済産業省 

【総エネルギー需給の見通し】 

【電力需給の見通し】 
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ウ 地域脱炭素ロードマップ※ （令和3年６月 国・地方脱炭素実現会議） 

   ２０５０年までに温室効果ガスの排出量を実質的にゼロにするカーボンニュー

トラルを目指すことの流れを受けて、令和2年12月に国・地方脱炭素実現会議

が初めて開催され、２０５０年脱炭素社会実現に向けたロードマップ及びそれを

実現するための関係府省・自治体等の連携の在り方等について議論を行ってい

ます。令和3年4月には第２回を開催し、同年6月に地域脱炭素ロードマップを示

しました。ロードマップでは、足元からの５年間に集中して取組を進め、2030年

までに脱炭素を実現する「脱炭素先行地域※」を少なくとも100か所つくり、並

行して先行地域に限らず地域裨益・環境共生※型再エネの利活用等の重点対策

を実施すること、また、それらを実現するための具体策も盛り込んでいます。今

後5年程度の集中期間においては、適用可能な最新技術を地域に実装し、脱炭

素のモデルケースを各地に創り出しながら次々と先行地域を広げていく「脱炭

素ドミノ※」を実現するため、国と地方の連携だからこそできる新たな取組を生

み出していくとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域脱炭素ロードマップ【概要】 （出典）国・地方脱炭素実現会議 

 

 



 

11 

 

エ エネルギー供給強靭化法 （令和２年6月制定 経済産業省） 

「エネルギー供給強靭化法」は正式名称を「強靭かつ持続可能な電気供給体制

の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律」といい、自然災害の

頻発、国際エネルギー情勢の緊迫化、電気供給を巡る環境変化（再エネの主力電

源化）等を踏まえ、災害時の迅速な電力の復旧、送配電網への円滑な投資、再生

可能エネルギー導入拡大のための措置等を通じて、強靭かつ持続可能な電気の

供給体制を確保するため、電気事業法などの一部を改正する法律です。 

 「エネルギー供給強靭化法」は、電気事業法の他に、固定価格買取制度（FIT）に

ついて定めた法律であることから FIT 法とも呼ばれる「再エネ特措法※」、海外

での資源開発を担う独立行政法人石油天然ガス・金属機構について、その役割

や事業内容等を定めた「JOGMEC 法※」の改正も含まれています。 

  ※再エネ特措法：電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特

別措置法 

  ※JOGMEC 法：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法 

 

▶FIT 制度の抜本見直し 

  「FIT 制度」は、再生可能エネルギーで発電した電力を、電力会社が一定価格で

買い取る制度で、「再エネ特措法（FIT 法）」に基づき、平成24年7月に開始され

ました。この制度により、再生可能エネルギーの導入量は飛躍的に増加すること

になりました。「エネルギー強靭化法」では「FIT 法」が改正され、制度の見直しが

行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

買取価格は毎年見直しが行われており、2020年度以降は次表のとおりとな

っています。再生可能エネルギーの種類により、買取価格も買取期間も異なって

います。 

 

 

【改正のポイント】 

 ・市場連動型の導入支援 

固定価格買取（FIT 制度）に加え、新たに、市場価格に一定のプレミアムを上

乗せして交付する制度（FIP 制度）を創設。 

 ・再エネポテンシャルを活かす系統整備 

再エネの導入拡大に必要な地域間連系線等の送電網の増強費用の一部を賦

課金方式で全国で支える制度を創設。 

 ・再エネ発電設備の適切な廃棄 

事業用太陽光発電事業者に、廃棄費用の外部積立を原則義務化。 
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2020年度以降の調達価格と調達期間等 （出典）経済産業省資源エネルギー庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年度 2021年度 2022年度

入札制度により決定 入札制度により決定 入札制度により決定

12円 11円 10円

13円 12円 11円

21円 19円 17円 10年間

18円 入札制度により決定 入札制度により決定

18円 17円 16円

16円 15円 ー

入札制度により決定 32円 29円

36円 36円 36円

下水汚泥・家畜糞尿・食

品残さ由来のメタンガス

2,000kW以上

2,000kW未満

10,000kW以上
(入札制度適用区分）

入札制度により
決定

入札制度により
決定

入札制度により
決定

10,000kW未満

パーム油
入札制度により
決定

入札制度により
決定

入札制度により
決定

建設資材廃棄物(リサイク

ル材）、その他木材

剪定枝、木くず、紙、食

品残さ、廃食用油、廃液
廃棄物・その他バイオマス

バイオマス

13円

17円

20年間

一般木質バイオ
マス・農産物の
収穫に伴って生
じるバイオマス

固形燃料

製材端材、輸入材、
剪定枝、パーム椰子
殻、パームトランク

24円

農産物の収穫に伴って生じるバイオマ
ス液体燃料（入札制度適用区分）

建設資材廃棄物

15年間地熱

メタン発酵ガス（バイオマス由来） 39円

間伐材等由来の
木質バイオマス

間伐材、主伐材
32円

40円

15,000kW未満

リプレース
15,000kW未満全設備更新型

15,000kW未満全設備更新型

40円

30円

19円

15,000kW以上

リプレース
15,000kW以上全設備更新型

15,000kW以上地下設備流用型

26円

20円

12円

200kW以上1,000kW未満

200kW未満

水力
既設導水路
活用型

12円

15円

21円

25円

27円

29円

34円

5,000kW以上30,000kW未満

1,000kW以上5,000kW未満

1,000kW以上5,000kW未満

200kW以上1,000kW未満

200kW未満

水力
新設型

着床式洋上風力

浮体式洋上風力

風力 20年間

5,000kW以上30,000kW未満 20円

20年間

調達
期間等

20年間

陸上風力(250kW以上）（入札制度適用区分）

陸上風力(250kW未満）

陸上風力(リプレース）

太陽光

区分電源
調達価格（円/kW）

250kW以上(入札制度適用区分）

50kW以上250kW未満

10kW以上50kW未満

10kW未満
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(2)茨城県の取組状況 

ア いばらきエネルギー戦略 （平成26年5月策定） 

   国のエネルギー政策の見直しや震災後の茨城県におけるエネルギー課題等を

踏まえ、地域特性を活かした「エネルギー先進県」の実現を目標に、今後の茨城

県のエネルギー施策の指針として策定されました。戦略の基本方針として以下

の４つを掲げています。 

・安全安心なエネルギー供給体制の構築 

多様化、多層化による安全安心なエネルギー社会の実現 

・再生可能エネルギーの導入拡大 

再生可能エネルギーの活用による持続可能な地域づくり 

・省エネルギー対策の推進 

県民総ぐるみの連携・協働による低炭素社会の実現 

・グリーンイノベーション※の推進 

茨城県の科学技術集積を活かしたエネルギー技術革新の加速化  

 

また、エネルギー施策の基本戦略において再生可能エネルギー等に関しては、

再生可能エネルギーの賦存量や産業構造等の地域特性を踏まえつつ、再生可能

エネルギー等の分散型エネルギー供給源を多様化するとしています。そのため

の主な施策としては以下の５つを掲げています。 

・次世代エネルギーパークによる普及啓発 

・民間活力による大規模発電設備の導入促進 

・地域によるエネルギーの地産地消に向けた取組の支援、 

地域振興の仕組みづくりの検討 

・災害時の防災拠点・避難拠点への再生可能エネルギーの導入 

・LNG（液化天然ガス）供給インフラ整備の促進によるエネルギー源の多様化、

水素エネルギー※の導入促進 

 

茨城県が特に重点的に取組む８つの事業を重点プロジェクトとして位置付け

ており、地域特性を踏まえたエネルギーの有効利用、スマートコミュニケーション

の構築を図り、「エネルギー先進県」の実現を目指すとしています。 

・メガソーラー導入促進プロジェクト 

・大規模洋上ウィンドファーム実現プロジェクト 

・地域エネルギー資源活用促進プロジェクト 

・産業化を見据えた省エネルギープロジェクト 

・藻類バイオマスエネルギーの実用化プロジェクト 
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・スマートコミュニティの形成促進プロジェクト 

・再エネ活用等による農業活性化プロジェクト 

・LNG（液化天然ガス）の有効活用検討プロジェクト 

 

イ いばらき水素戦略 （平成28年3月策定） 

国のエネルギー政策の見直し等を踏まえ、茨城県の地域特性を活かし、県内

企業による水素に係る事業活動や研究機関による研究開発等を支援し産業振

興に結び付けていく取組や、家庭用燃料電池及び燃料電池自動車・水素ステー

ションなどの導入促進による県民生活の向上に資するための取組として策定さ

れました。「水素先進県いばらきの実現－産業の振興と県民生活の向上－」を目

標とし、取組の方向として以下の３つを掲げています。 

   ・水素の利活用を促進 

   ・水素に係る研究開発及び新たなビジネスの創造などを支援 

   ・水素に係る県民理解の促進と規制緩和 

 

  また、戦略の推進に努めるため、以下の普及目標が設定されました。 

   ・水素ステーションの整備箇所数：令和２年、累計６箇所 

   ・燃料電池自動車（FCV）※の普及台数：令和２年、累計1,500台 

   ・家庭用燃料電池（エネファーム）の普及台数：令和２年、29,000台 
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(3)高萩市の取組状況 

ア ゼロカーボンシティ宣言 （令和2年7月28日） 

本市でも加盟している関東甲地域の40団体（７３市町村）と民間事業者２社で

構成される「廃棄物と環境を考える協議会※」での共同表明で、地球的規模の環

境保全について積極的に取り組み、2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼ

ロを目指していく「ゼロカーボンシティ宣言」を行いました。 

また、ゼロカーボンシティの実現に向け、「COOL CHOICE※」の推進も行っ

ています。 

 

ゼロカーボンシティ表明市区町村 （令和４年１月31日現在） （出典）環境省 HP より 

 

※ 緑色が「廃棄物と環境を考える会」共同声明 

 

表明市町村（7,104万人） 
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イ 第4次高萩市地球温暖化対策実行計画 （令和2年3月） 

本市では、令和２年度から令和６年度の５年間を計画期間とした、地球温暖化

対策推進法第２条第３項に掲げる７つの温室効果ガス（1.二酸化炭素 2.メタン 

3.一酸化二窒素 4.ハイドロフルオロカーボンのうち政令で定めるもの 5.パー

フルオロカーボンのうち政令で定めるもの 6.六ふっ化硫黄 7.三ふっ化窒素）

の中で排出量の多くを占めている二酸化炭素の削減を目的とした「第４次高萩

市地球温暖化対策実行計画」を策定しました。 

基準年度とする平成30年度の二酸化炭素総排出量は2,959.5t-CO2とな

っています。電気による排出量が全体の約80％を占めているため、電気使用量

の削減が重要です。 

なお、本計画では、目標年度の二酸化炭素排出量を基準年度比で５%以上削

減することを目標としており、また、温室効果ガス排出量の算定対象ではありま

せんが、間接的な排出量に関わることから、用紙類の使用量についても５％以上

の削減を目標にしています。 

本市では目標達成のための重点的な取組事項として、「電気使用量の削減」、

「エコドライブ※の推進」、「事務用紙使用量の削減」の３つを推進しています。 

 

高萩市地球温暖化対策実行計画 削減目標 
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ウ 第２次高萩市環境基本計画 （令和3年3月） 

本市では、令和3年度から令和12年度までの10年間を計画期間とした「第２

次高萩市環境基本計画」を策定しました。この環境基本計画の中で「山と海、元

気を生み出す豊かな自然と共生し、みんなの手でよりよい環境を創る高萩」を環

境将来像としており、この環境将来像を達成するために以下の表に記載してい

る5つの基本目標を掲げています。 

第２次高萩市環境基本計画 ５つの基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 高萩市における再生可能エネルギーの導入状況 （令和3年3月現在） 

本市における再生可能エネルギーの固定価格買取制度は、７２１件が登録され

ており、57,291kWの電力導入容量となっています。その中で、太陽光発電施

設では718件、55,565kWが登録されています。そのほかの導入状況は、水力

発電設備が３件、1,726kWの登録となっています。太陽光発電施設が登録全

体の99.6％を占めており、この中で1,000kWを超えるメガソーラーは１１件

の登録、42,177kWの導入容量となっています。また、本市の再生可能エネル

ギーの自給率は令和2年3月末時点で、79.3％となっています。 

 

オ 公共施設への再生可能エネルギー導入 

本市では、市役所本庁舎をはじめ市内の公共施設である学校や公民館など、

災害時の防災拠点や避難場所に指定されている施設に太陽光発電設備を導入

しており、災害時に避難所としての機能維持に必要な電力を確保できるように

しています。 

 

環境将来像
山と海、元気を生み出す豊かな自然と共生し、
　　　　　   みんなの手でよりよい環境を創る高萩

・自然・文化環境
　～緑や水辺に目を配り、自然・文化環境を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 守り育てるまち～

・生活環境
　～決まりを守り、快適で健康的に暮らせるまち～

・地球環境
　～日々の生活を見直し、地球環境保全に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 貢献するまち～

・循環型社会
　～ごみを減らし、資源を循環利用するまち～

・パートナーシップ
　～みんなの手で、よりよい環境創りをするまち～

基本目標
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公共施設への再生可能エネルギー導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設 区分 内容 

市役所本庁舎 防災拠点 太陽光20kW 

総合福祉センター 指定避難所 

福祉避難所 

太陽光５kW、蓄電池３kWh 

文化会館 緊急避難場所 太陽光10kW、蓄電池10kWh 

松岡地区公民館 〃 太陽光10kW、蓄電池10kWh 

高萩小学校 指定避難所 太陽光5kW、蓄電池3kWh、 

ソーラーLED 街路灯10基 

東小学校 〃 太陽光5kW、蓄電池3kWh、 

ソーラーLED 街路灯7基 

秋山小学校 〃 太陽光5kW、蓄電池3kWh、 

ソーラーLED 街路灯9基 

松岡小学校 〃 太陽光10kW、蓄電池3kWh、 

ソーラーLED 街路灯6基 

高萩中学校 〃 太陽光5kW、蓄電池3kWh、 

ソーラーLED 街路灯8基 

秋山中学校 〃 太陽光5kW、蓄電池3kWh、 

ソーラーLED 街路灯10基 

松岡中学校 〃 太陽光5kW、蓄電池3kWh、 

ソーラーLED 街路灯8基 

旧君田小・中学校 〃 ソーラーLED 街路灯3基 

さくら宇宙公園 緊急避難場所 ソーラーLED 街路灯7基 

サンスポーツランド高萩 〃 ソーラーLED 街路灯7基 

高萩霊園 〃 ソーラーLED 街路灯4基 


